
    

住宅ローン市場の変化と中小地域金融機関

　１年間にわたる住宅ローンの調査を通じて日本の住宅金融市場のあり方について考えさせ

られたことをいくつか述べてみたい。まず第一に，新規ローン案件の販売ルートについては

業者経由が圧倒的に多い点である。ある住宅販売業者の話では，業者の担当者が顧客の属性

から判断し，最適だと思われる金融機関を顧客に紹介するという。また，１万円の手数料で

金融機関への申込書類の作成も代行しているという。まさに，業者が顧客と金融機関の間に

入って仲介しているのであり，金融機関が顧客の資金計画に関する相談機能を発揮しながら

住宅ローンを提供するという「金融機関と顧客の相互関係」が欠落している。

　第二に，審査基準が担保重視から返済能力重視に移行している点である。米国でもドイツ

でもLTV（Loan To Value,住宅の時価評価額に対する借入金の割合）を重視しているのに対し，

日本では返済能力重視という看板のもとで担保評価額を超える貸出が行われている。しか

も，年収に対する元利金返済割合が30％以上というものも少なくない。返済能力を問うので

あれば，年収に対する返済割合ではなく，収入から支出を差し引いたネット返済余力金額を

基準とすべきであろう。また，リストラ，賃下げが一般的となっている現在の日本の雇用情

勢のもとでは将来の返済能力を的確に計ることは不可能に近い。さらに，審査期間の短縮化

が加速されており，即日回答の例もあるという。米国やドイツでも新規ローン案件について

は日数をかけて審査しており，日本の審査期間の短さは突出している。

　調査を通じて全体的に感じたことは，このような住宅ローン貸出競争の異常なほどの激し

さであり，さらに言えば，そのような形で住宅ローンを必死に伸ばさざるを得ない日本の都

市銀行等金融機関が置かれている経営状況の厳しさである。住宅ローンバブルも，金融機関

としての貸し手責任も，将来増えるかもしれない延滞も今は考慮の外に置かれている。　

　第三に，米国においてはかつて住宅ローンの主要な担い手であった貯蓄金融機関の取扱い

シェアが後退し，大手商業銀行やモーゲージ・カンパニーがシェアを大きく伸ばしており，

また，それと併行して住宅ローンの機能分化（ローンの顧客獲得・受付，審査，資金の供給，元

利金回収，保証・保険，ローンの買取・証券化など）と証券化が進展していることである。日本

においては米国のような住宅ローンの証券化市場が急速に拡大するとは思えない。なぜな

ら，デフレ・超低金利環境下では期間選択型固定ローンが主流を占め，証券化の主な対象と

想定される長期固定ローンはそれほど伸びない，ほかに有利な運用資産もないなかで金融機

関にとって住宅ローンを流動化するニーズが乏しい，現在の住宅ローンの金利水準では，証

券化のコストに見合うフィーの確保が難しいと思われるからである。その点では，日本の中

小地域金融機関は証券化や機能分化への対応を急ぐ必要はないであろう。

　しかし，都市銀行，地方銀行の住宅ローン市場に占めるシェアが拡大している点は日本も

共通しており，中小地域金融機関が住宅ローン市場でどのような形で存在意義を発揮するか

が今問われている。中小地域金融機関にとって住宅ローンとは何か，経営上の位置づけを明

確にするとともに，顧客ニーズをとらえる方途を真剣に模索しなければならない。

（（株)農林中金総合研究所取締役調査第二部長　鈴木利徳・すずきとしのり）
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